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令和元年度 

 
ｼｰﾄ

№ 
事務事業名称 担当部署 内部評価（最終評価） 事務事業見直しプラン 

令和２年度（１０月） 

・達成済 

・一部達成 

・検討中 

見直しプランの達成状況 

1 544 
交通安全対策推進

協議会補助金 

危機管理担

当 
改善 

啓発活動の手法について検

討し、費用のかからない方法で

住民への周知を行うこと。時代

のニーズに即した方法で、高齢

者等への免許返納を推進する

こと。 

交通安全意識を高める 

ため、警察や交通安全協会

等との連携を強化し、広

報・啓発活動の充実に努め

るとともに、交通事故防止

啓発資材の内容も検討し

ながら効果的な事業実施

に努める。運転免許証の自

主返納については、市内企

業に割引特典の協力を依

頼するなど、高齢者が免許

証を返納しやすい環境整

備に努める。 

 

 

達成済 

交通安全週間等に合わせ広報誌

や防災行政無線、メール、LINE 等

を活用し、市民への周知を図って

いる。また、警察や交通安全協会

と連携し、交通立ち番や商業施設

での交通安全啓発イベント等を毎

月実施している。 

運転免許証の自主返納について

は、市内企業に協力依頼を行った

ほか、広報誌等で啓発を実施し、

高齢者の免許返納を促している。 

2 12 隣保館整備事業 市民対話課 
現状

維持 

施設の老朽化に伴い、隣保館

の統廃合、公民館との統合につ

いて検討が必要である。施設整

備の計画を作成し、滞りなく施

設の更新等を行うこと。 

施設の適正管理のため

には、今後も一定額の整備

費は必要であり、優先順位

により通年整備を図る。 

施設の老朽化に伴う 3

施設のあり方については、

地域と調整し慎重に検討

していく。 

一部達成 

３施設とも老朽化により、使用

面、建物管理面、安全面で支障を

きたしているため、年次的に整備

を図っている。 

Ｒ２年度実施整備 

・坂越隣保館 

郵便ポスト・屋外掲示版更新 

・有年隣保館 

照明器具・室内ドアの取替 

・真殿公民館 

会議机更新   

 

3 130 
コミュニティ助成

事業補助金 
市民対話課 

現状

維持 

自治会等への周知を積極的

に行い、地域コミュニティの強

化につながるよう取り組むこ

と。 

引き続き、自治会等への

周知を積極的に行い、事業

実施により地域コミュニ

ティの強化、活性化を図っ

ていく。 

 

達成済 

全自治会へ、制度の周知を図り、

助成を実施した。 
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4 136 
ゴルフ場使用農薬

調査事業 
環境課 

現状

維持 

市内ゴルフ場から本調査事

業の費用を一部でも負担して

もらうよう、協定書の中身を検

討すること。調査時期（隔年実

施）、調査項目等、調査のあり

方を検討すること。 

市内河川における水質

状況を確認するため、今後

も市が継続して実施する。

必要に応じて調査地点や

項目数、調査頻度等につい

て随時検討を行いながら、

市内河川の水質状況の把

握に努める。 

 

 

達成済 

令和２年度の本調査事業につい

ては、調査項目の見直しを行い、

実施した。今後も必要に応じて調

査地点、項目等の検討を行いなが

ら、市内河川等の水質状況の把握

に努める。 

5 166 

西播磨成年後見支

援センター運営事

業 

社会福祉課 
現状

維持 

西播磨成年後見支援センタ

ーは西播磨４市３町の共同設

置であるが、費用負担について

は、毎年適正かどうか精査する

こと。 

 

西播磨成年後見支援セ

ンターは西播磨４市３町

の共同設置のため、４市３

町と連携を図りながら西

播磨成年後見支援センタ

ー運営推進会議において

事業実施や費用負担につ

いて協議していく。 
一部達成 

西播磨４市３町で連携を図りな

がら西播磨成年後見支援センター

運営推進会議において、事業内容

や費用負担について協議を行っ

た。 

引き続き、事業内容とそれに係

る費用負担が適正かどうかを精査

するとともに、地域の中核機関で

ある西播磨成年後見支援センター

をはじめ関係機関と連携を図り、

成年後見制度を必要とする高齢者

等が適切に制度を利用できるよう

支援を行っていく。 

 

 

 

6 518 
介護給付費等支給

事業 
社会福祉課 

現状

維持 

利用者のニーズを見極め、必

要なサービス提供事業所の確

保に努めること。 

利用者のニーズを見極

め、必要なサービス提供事

業所の確保に努めること

で、障がいのある人の生活

の支援や社会参加の機会

を確保する。 

一部達成 

利用者のニーズを見極めるため

に事業所・関係団体等にニーズ調

査を行い、必要なサービス提供事

業所の確保に努め、障がいのある

人の生活の支援や社会参加の機会

の確保に努めた。 
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7 512 
心身障害児就学奨

励補助金 

子育て支援

課 

現状

維持 

事業の必要性はあると考え

るが、他の支援制度や他市の実

施状況等を勘案し、事業の廃止

を含め見直しを行うこと。 

継続実施とするが、今

後、他市の状況等を勘案し

ながら、事業の見直しを検

討していく。 

検討中 

令和２年度も引き続き事業を実

施。 

特別支援学校に在学する児童・

生徒の健やかな成育に寄与できて

いる。 

事業の見直しについては、障が

いのある子どもへの支援状況や他

市の状況等を勘案しながら、慎重

に検討していく。 

 

 

8 195 
精神精密事後指導

教室 

保健センタ

ー 

現状

維持 

発達面において経過観察が

必要な幼児に適切な支援がで

きるよう、今後も継続的に事業

を実施すること。また、療育事

業が必要な幼児に対しては、あ

したば園等関係機関と連携し

事業を進めていくこと。 

 

 

発達面において経過観

察が必要な幼児に対し、今

後も、引き続き事業を実施

する。また、関係機関との

連携を密にし、療育事業へ

の移行をスムーズに行う。 

達成済 

令和２年度も引き続き事業を実

施。 

関係機関との連携を強化し、療育

事業への移行をスムーズに行える

よう対応している。 

9 196 ベビーレッスン 
保健センタ

ー 

現状

維持 

育児不安を軽減できる事業

であり、継続して実施するこ

と。また、本事業により、乳児

の全数把握に努め、虐待予防に

つなげていくこと。 

保護者の育児不安を軽

減できるよう、引き続き事

業を実施する。また、ベビ

ーレッスンには、全員参加

していただけるよう努め、

未参加者に対しては、引き

続き訪問等において全数

把握し、虐待予防に努め

る。 

 

 

 

 

達成済 

令和２年度も引き続き事業を実

施。 

事業に参加していただけるよ

う、新生児訪問や個別通知を行い、

産科勧奨に努めている。また、未

参加者に対しては、子育て応援隊

による訪問により、状況把握に努

めている。 
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10 526 重度障害者医療費 医療介護課 
現状

維持 

所得制限を県基準より緩和

し市単独事業で対応している

が、対象者に認識されていない

ため、周知を行うこと。また、

所得制限の緩和については、他

市の状況等を勘案し、見直しを

含め検討すること。 

対象者や所得制限など

の制度について、広報やホ

ームページ等を活用し、周

知を図りたい。また、新規

に障害者手帳等を取得し

た方への手続きの案内な

ど今後も障がい福祉担当

と連携を図る。 

近隣市町の動向を注視

し、制度を維持していくた

めの適正な負担のあり方

を検討する。 

達成済 

対象者や所得制限の内容につい

ては、引き続きホームページ・窓

口用パンフレット等を使い周知を

行い、今後も継続予定である。 

障害者手帳等の資格担当との連

携については、事務手順の見直し

を行い、連携が抜けやすい部分に

ついて事務手順の改善を行った。 

所得制限の緩和については、近

隣市町の状況を確認し、現時点で

は当市と同等か県基準通りである

ことを把握し、制度の継続性を確

保することを前提に現状維持と判

断した。 

 

 

 

11 527 
高齢重度障害者医

療費助成事業 
医療介護課 

現状

維持 

所得制限の緩和については、

他市の状況等を勘案し、見直し

を含め検討すること。 

近隣市町の動向を注視

し、制度を維持していくた

めの適正な負担のあり方

を検討する。 

達成済 

所得制限の緩和については、近

隣市町の状況を確認し、現時点で

は当市と同等か県基準通りである

ことを把握し、制度の継続性を確

保することを前提に現状維持と判

断した。 

 

 

 

12 48 

（港湾整備事業）

御崎地区公有水面

施設整備 

土木課 
現状

維持 

県事業との連携及び地元調

整を図りながら、計画的に事業

を実施すること。 

経済的な工法を検討し、

工事実施予算の軽減に努

めながら、施設の安全確保

及び防災機能の向上を図

る。 一部達成 

経済的な工法を検討し、工事実

施予算の軽減に努めながら、施設

の安全確保及び防災機能の向上を

図っている。県及び地元と十分調

整し事業を進めているところであ

る。 
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13 255 道路台帳整備事業 土木課 
現状

維持 

統合型ＧＩＳの導入には、各

所管との情報連携及び費用対

効果の検証が必要であるため、

調査研究を行うこと。また、道

路台帳の整備について、他部署

と連携を図り、市道の区域変更

等の内容把握の徹底に努める

こと。 

 

統合型ＧＩＳの導入を

見据えた電子化を検討す

るため、関係所管との情報

交換や、先進市等の調査研

究を行いながら、業務を継

続する。 
一部達成 

公共灯ＬＥＤ化事業の検索シス

テム導入に合わせて、各種データ

を保管できる環境を整備した。今

後、どのようなデータを共有する

ことができるか庁内で協議を進め

る 

14 256 
都市計画図作成事

業 
都市整備課 改善 

都市計画図の販売を今後行

うかどうか検討すること。ま

た、販売するのであれば、都市

計画図の販売は実費弁償であ

るから、印刷費用を販売価格と

するなど、販売価格の見直しを

行うこと。 

紙媒体としての都市計

画図等は、一定の需要があ

ることから、印刷部数の最

小化に努めつつ、引き続き

販売を行っていく。 

また、販売価格について

は、長年据置きされてお

り、一部に印刷費用との齟

齬が見られるため、価格の

見直しを検討する。 

 

 

達成済 

都市計画図の印刷については、

印刷部数の最小化に努めつつ、令

和２年４月より印刷費用に見合っ

た価格とするため、販売価格の見

直しを行った。 

15 261 
広域幹線道路整備

促進事業 
都市整備課 

現状

維持 

国道２５０号高取峠トンネ

ル化の検討資料作成について

は、令和元年度で終了するが、

国道２５０号高取峠トンネル

化については、必要性を整理

し、粘り強く要望活動を行って

いただきたい。 

 

令和２年度予算なし 達成済 

国道２５０号高取峠トンネル化

検討資料を活用し、トンネル化及

び現道改良について、調査研究、

要望活動を進めていく。 

16 30 
農業基盤整備促進

事業 
農林水産課 終了 

本事業は、令和元年度で終了

する。 
令和元年度事業終了 達成済 ― 
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17 32 治山事業 農林水産課 
現状

維持 

山地災害発生時に、迅速に復

旧工事等を実施できるよう、継

続的に予算配分を行っていた

だきたい。 

 

令和２年度予算なし 達成済 ― 

18 238 

中小企業経営安定

資金融資信用保証

料助成 

商工課 
現状

維持 

市内中小企業者の資金調達

の円滑化を図ることができ、経

営の安定化と発展に繋がって

いるが、助成額、助成割合につ

いては、他市の状況とを勘案

し、検討すること。 

 

市内中小企業の経営安

定のため、中小企業を取巻

く経済状況等を的確に把

握し、円滑な資金調達への

支援を行う。 
達成済 

市内中小企業の経営安定のた

め、中小企業を取巻く経済状況等

を的確に把握し、円滑な資金調達

への支援を行った。 

19 549 
中小企業振興事務

補助金 
商工課 

現状

維持 

商工会議所と連携し、中小・

小規模企業への経営支援の強

化を図っていくこと。 

引き続き、商工会議所と

の連携を図り、相談事務の

充実など、必要な経営支援

の強化に努めていく。 

 

達成済 

引き続き、商工会議所との連携

を図り、相談事務の充実など、必

要な経営支援の強化に努めた。 

20 79 大規模改造事業 
教育委員会

総務課 

現状

維持 

学校施設の長寿命化を図る

ため、計画的な施設整備を行う

ことは必要である。また、学校

施設の統廃合について、慎重に

ではあるが、検討していただき

たい。 

個別計画を令和元年度

中に策定し、計画的な施設

整備を行う。 

達成済 

令和元年度に、学校施設の長寿

命化に係る個別施設計画を策定

し、その計画の中で、改修等の優

先順位付けと実施計画に計上する

ことを明記し、計画的な改修実施

の方針を定めた。施設の統廃合に

ついては、本事業とは別に慎重に

検討を行う。 

 

21 74 
校舎等営繕事業

（幼稚園） 

こども育成

課 

現状

維持 

施設の老朽化に伴い、改修が

必要な箇所が増加している。教

育環境の改善を図るためにも、

施設の長期的な整備計画を作

成し、計画的に整備を行うこ

と。 

 

緊急性及び安全性を考

慮し、長期的な計画に基づ

き優先順位により整備を

行う。 達成済 

各幼稚園から修繕が必要な個所

について要望をとりまとめ、必要

性・緊急性を考慮して、計画に基

づき優先順位により整備を実施し

ている。 
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令和元年度 

 
ｼｰﾄ

№ 
事務事業名称 担当部署 内部評価（最終評価） 事務事業見直しプラン 

令和２年度（１０月） 

・達成済 

・一部達成 

・検討中 

見直しプランの達成状況 

22 76 
大型備品等整備事

業（幼稚園） 

こども育成

課 

現状

維持 

教育環境の改善を図るため

にも、施設の長期的な整備計画

を作成し、計画的に整備を行う

こと。 

緊急性及び安全性を考

慮し、長期的な計画に基づ

き優先順位により整備を

行う。 

達成済 

教育環境の改善を図るために、

緊急性及び安全性を考慮して、計

画に基づき優先順位により整備を

行っている。 

23 304 

(青少年健全育成

推進事業)青少年

育成啓発活動 

青少年育成

センター 
改善 

時代に沿った内容に見直しつ

つ、現行予算の範囲内で既存の

事業内容を再構築すること。 

青少年の健全育成は、非

行の未然防止だけでなく、

再犯防止の観点からも、関

係機関と連携した取組が

必要である。各学校園所を

はじめ関係機関に防犯カ

レンダーを配布し日常的

な市民の防犯意識啓発を

図るとともに、青少年育成

推進委員による社会復帰

のための施設視察も含め

た研修を充実させ、未然防

止と再犯防止の両面から、

青少年の育成啓発活動を

推進する。 

一部達成 

青少年の非行に関し、未然防止、

再発防止の観点から、関係機関へ

の防犯カレンダー配布を今年度も

継続して行い、２月頃には配布を

予定している。来年度以降も活用

状況や発行部数の見直しを継続し

て行っていく。また、青少年育成

推進委員による視察研修について

は、今年度はコロナ禍の影響のた

め中止となったが、来年度以降も

実施内容等を検討しつつ継続して

いく。更正施設等の訪問により、

非行や犯罪の防止につながる啓発

活動への効果が十分に期待できる

ものと考える。 

24 305 

(青少年健全育成

推進事業)地区青

少年育成推進事業 

青少年育成

センター 
改善 

地域コミュニティー力の向

上、地域教育力・防犯体制など、

地域力を高め、青少年を地域へ

取り込み、地域で育てていくと

いう気概を定着させるため、自

治会を巻き込んで本事業を推

進していくこと。 

青少年の居場所となる

地域コミュニティーの活

性化は、地域で子どもを守

り育てようとする地域の

教育力向上に寄与する。地

域とともにある学校づく

りを推進している学校運

営協議会（コミュニティ

ー・スクール）と連携し、

自治会の地域住民の参画

のもと、各地区育成推進委

員を中心に地域における

諸行事を通じて、地域コミ

ュニティーの活性化を図

る。 

 

一部達成 

地域コミュニティーの協力なく

して青少年の健全育成は成立しな

い。自治会を中心とした地域と学

校運営協議会等との連携の下で、

児童生徒の育成を目指した活動を

展開していくことが求められる。 

今年度はコロナ禍の影響から行事

の縮小、中止等を余儀なくされて

いる。来年度以降も青少年健全育

成の取組を多面的に進めるが、諸

般の事情から、事業内容の縮小や

統合も視野に入れることが必要で

あると考えられる。 
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令和元年度 

 
ｼｰﾄ

№ 
事務事業名称 担当部署 内部評価（最終評価） 事務事業見直しプラン 

令和２年度（１０月） 

・達成済 

・一部達成 

・検討中 

見直しプランの達成状況 

25 561 
児童合唱団活動補

助金 
生涯学習課 

現状

維持 

児童合唱団は、赤穂市主催の

行事等での演奏の機会が多い

ため、継続的に活動できるよ

う、団の活動趣旨にのっとり、

活動費用を適正に助成するこ

と。 

活動費用について適正

に見直しを行いながら、団

への継続的な活動支援を

行い、市民文化レベルの向

上や市民交流の活性化に

寄与するよう努める。 
達成済 

引続き、活動費用について適正

に見直しを行いながら、団への継

続的な活動支援を行い、市民文化

レベルの向上や市民交流の活性化

に寄与するよう効果的な事業実施

を行う。 

26 343 
近畿高等学校剣道

選抜大会開催経費 

スポーツ推

進課 
改善 

地元枠等が無く、継続的に地

元赤穂高校が出ていない大会

を毎年開催することが必要か

どうか、また、出場校からの費

用負担等の見直しを行い、市補

助金の割合が低くなるよう検

討すること。 

近畿２府４県の新人大

会男女ベスト４を参加要

件とし、４８チームが参加

するレベルの高い大会と

なっているが、地元赤穂高

校が出場できるよう地元

枠の申し入れを継続して

行っている。 

また、市補助金の負担が

軽減できるよう、出場校か

らの参加費の見直しを依

頼している。今後も兵庫県

高等学校体育連盟など関

係団体等と連携し、大会運

営費の経費節減を図ると

ともに、効率的な大会運営

に努めていきたい。 

 

 

 

 

 

 

検討中 

地元枠の設定については、主催

者である近畿剣道連盟から難色を

示されており見通しはないが、参

加費については現在１チーム 

５，０００円からの見直しを継続

協議としている。引き続き、運営

経費節減と合わせ市補助金の縮減

に努めたい。 
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令和元年度 

 
ｼｰﾄ

№ 
事務事業名称 担当部署 内部評価（最終評価） 事務事業見直しプラン 

令和２年度（１０月） 

・達成済 

・一部達成 

・検討中 

見直しプランの達成状況 

27 344 
赤穂義士杯青少年

柔道大会開催経費 

スポーツ推

進課 
改善 

参加チームから出場料を徴

収し、市補助金の割合が低くな

るようよう検討すること。 

現在、赤穂義士杯柔道大

会は参加費を徴収してい

ない大会であるが、市補助

金の負担が軽減できるよ

う、参加チームから参加費

を徴収できるよう、柔道協

会へ働きかけを行ってい

きたい。今後も赤穂市柔道

協会など関係団体等と連

携し、大会運営費の経費節

減を図るとともに、効率的

な大会運営に努めていき

たい。 

検討中 

今年度の大会は中止となった

が、来年度大会に向けて、引き続

き参加費の徴収について柔道協会

等と協議を行うとともに、大会運

営費の節減を図り、市補助金の縮

減に努めたい。 

28 277 
自主防災組織消防

器具整備費補助金 

消防本部 

総務課 

現状

維持 

継続的に自主防災組織の活

動を支援すること。また、消火

器具等の整備を行い、初期消火

体制の充実強化を図ること。 

今後も継続して実施す

るとともに、消火訓練等を

通じて、自主防災組織の活

動を支援する。 
達成済 

１０月現在における消防器具整

備数は、新設２か所、更新２０か

所である。引き続き、消防器具の

整備を行い、消火訓練等を通じて、

自主防災組織の活動を支援する。 

 

29 271 
高度救命資器材整

備事業 

消防本部 

救急課 

現状

維持 

救急業務の資器材整備につ

いては、市民の「命」に直接関

係する事業であるため、今後も

機器の耐用期間を遵守し継続

的に整備していくこと。 

救急資器材の信頼性、安

全性を確保するために、今

後も耐用期間を遵守し計

画的に更新整備を実施す

る。 

達成済 

 

耐用期間を遵守し策定した更新

計画に基づき、自動体外式除細動

器（AED）１基を更新し救急車に

積載済み。（令和２年９月）今後に

ついても継続的に実施していく。 

30 264 
消防救急装備整備

事業 

消防本部 

警防課 

現状

維持 

資機材の更新においては、限

られた財源の中で優先順位を

考慮し、計画的に整備するこ

と。 

引き続き多種多様化す 

る災害事案に対応できる

最新の消防救急活動用資

機材の優先順位を考慮し、

計画的に整備する。 

達成済 

計画に基づき、新規及び更新資

機材の更新を行った。ただし、現

有資機材の中には、消耗劣化が見

受けられる資機材もあるため、今

後も耐用年数等を考慮し、整備す

る必要がある。 

 

 


